
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

 身近な都市公園や街路などの緑地の管理の一部を，公園愛護会

等の住民ボランティアが担うようになったのは昭和 40 年前後か

らである 1)。昭和37年に建設省（現国土交通省）から出された通

達「都市公園の管理の強化について」の第七項目の中に，「公園愛

護団体を結成する等の方法を講じて，一般の啓蒙に努めること」

とあるように，都市公園の計画・設置を進めると同時に緑地管理

の一部を住民に委ねることで，都市公園の適切な管理と利用を促

そうとしていたことがうかがえる。 
 公園の清掃を活動の中心とする愛護会活動の他に，花づくり活

動（例：花いっぱい運動）もみられる。公園愛護会等の公園管理

団体が自治体から委託された活動に加えて花づくりを行なってい

るケースも多い。公園清掃活動も花づくり活動も地方自治体や公

益財団へ登録することで助成を受けることができる。 
 上記背景から，住民による花づくりを含む公園管理活動は制度

研究が進められてきた。例えば，神戸市を事例に公園管理団体の

活動の特徴を明らかにし，活動を促進するための公的支援につい

て検討したもの 2)，横浜市を事例に公園愛護団体の活動実態や課

題を調査し，自治体の支援のあり方について言及したもの 3)，同

横浜市内の金沢区を事例に公園愛護会と行政を結ぶ愛護会コーデ

ィネーターの効果について述べたもの 4)などがある。また，山崎

ら 5)は幕張ベイタウンにおける住民による公園管理活動の社会的

背景と現状の把握から管理活動を区内全域に広げるための試案を

提唱している。 
 加えて，住民による緑地管理活動はコミュニティ形成とまちづ

くりを促進するという視点からも自治体等から推奨され 6)，公園

愛護会の活動が地域住民同士の交流を促した事例もみられる 7)。

また，武田ら 8)はニュータウンの空間特性を活かしたコミュニテ

ィガーデン活動は多様な地域活動を誘発し，コミュニティ再生に

寄与することを示している。篠田ら 9)は板橋区の住民管理型公園

の，公園の清掃，安全管理，美化，イベント活動の評価や公園利

用の動機を住民意識調査を用いて比較し，住民による公園管理が

地域コミュニティ意識に寄与していることを考察している。 
 一方で，海外では公共空間の管理や環境美化が犯罪抑止にも寄

与するという言及がされており 10) 11)，日本でも緑地も含む公共空

間の管理活動が防犯活動の一環として捉えられるようになってき

ている 12)。公園管理と犯罪不安に関する研究には，樋野(2005) 13)

による公園利用に係る犯罪不安要因の特定と住民による管理活動

の効果に関する研究や，雨宮（2005）14)による小公園における犯

罪のリスク認知の発生過程を情報の不確実性の観点から考察し，

その因子の一つに地域住民の関与の少なさ（維持管理活動やイベ

ントへの参加等）があることを見出した研究などがある。 
以上，既往研究を概観すると，住民による緑地管理活動は制度

的・活動的課題，コミュニティ形成，防犯性や犯罪不安感の視点

から研究されてきた。これらの既往研究を踏まえれば，地域住民

による公園等の緑地管理活動の効果は「コミュニティ形成効果」

「犯罪不安感軽減効果（体感治安の向上）」の2つが見いだせる。

現在，一部の自治体では，地域住民による公園等の管理活動によ

るコミュニティの形成と体感治安の向上を期待し，安全まちづく

り活動の一つとして位置付けている。しかし，この二つの視点を

同時に評価した研究は少ない。そこで本研究では地域住民による

公園等の緑地管理活動の効果を「コミュニティ形成効果」と「体

感治安の向上」の視点を合わせて評価することとした。その際，

「公園等を自分の近所の人が管理していると知っている」という

「認知」に着目することとした。ここには2つの意図がある。一

つは，住民による公園等の管理活動がもたらす効果が地域住民に

正しく理解されているかを知る為，二つは管理活動の参加者は極

めて限定されるのに対し，「認知」は誰にでも獲得できる可能性が

あるからである。そして，「参加者」に与える直接効果だけでなく、

（公園は利用しないかもしれない）「周辺住民」に与える効果を知

ることで，住民による公園等の維持管理活動の有効性を幅広く評

価できると考える。よって本研究では，地域住民の公園等の維持
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管理活動の「認知」の実態を把握した後，活動の「認知」が，コ

ミュニティ形成効果や体感治安の向上にどのように関与している

のかを明らかにすることを目的とした。 

 

２．２．研究の方法 

（１）分析の着眼点 

 本研究では安全まちづくり活動の「認知」に着目している。安

全まちづくりの効果を検討するならば,活動の参加によるアウト

カムを評価するのが一般的である。しかし,本研究では活動の「認

知」に着目したい。なぜならば，多くの安全まちづくり活動，特

に公園等の維持管理活動はある一定のメンバーによる継続的な活

動が多く，多くの参加者を見込むイベント的な活動とは異なるた

め単純に参加者の多少で評価することはできないことにある。1
章で述べたように，「認知」は誰にでも獲得できる可能性がある。

もし活動の「認知」によってコミュニティへの関心や体感治安が

高まるのであれば,限られた人的資源で効率よく安全まちづくり

への効果を得ることが可能であるし，「認知」も地域参加の一つと

して捉えることができよう。筆者らは，「認知」によりその活動を

適切に評価し，認知者が安全まちづくり活動実施者の応援者とな

ることを期待したい。具体的な分析においては，安全まちづくり

への効果の評価および地域評価を反応変数，安全活動の認知を処

理変数，属性を共変量とする因果関係を想定し（図− 1），処理・

反応という実験計画法の用語・枠組みを非実験データの因果推論

にも活用した考え方および分析法（宮川(2004)15)、日本建築学会

編(2011)16)）を採用する 17)。 
（２）アンケート調査対象地区の選定 

 厚木市はセーフコミュニティ認証を 2010 年に取得し，市民

と行政の協働による安全・安心なまちづくりを積極的に行ってい

る。同市は、安全まちづくり施策として公園の維持管理活動と花

づくり活動を位置づけ,コミュニティの活性化や体感治安の向上

を目指している。そこで厚木市は，施策が地域住民に認知されて

いるか，また施策の意図が住民に正しく理解がされているかを評

価することを目的とした住民意識調査をM地区にて実施した。 
対象となった M 地区は厚木市がセーフコミュニティの認証を

取得する以前から，住民による安全まちづくり活動が活発な地域

であり，2009年からセーフコミュニティ推進地区に指定されてい

る。地区内には 2010 年にインターナショナル・セーフスクール

を取得したS小学校があり，学校と地域が連携して安全まちづく

り活動を進める厚木市内有数のセーフコミュニティ活動先進地区

となっている。S 小学校から始まったインターナショナル・セー

フスクールの取り組みは同校区内のM中学校に波及し，中学校区

単位での安全まちづくり活動へと発展をみせ，同中学校は1年間

の準備期間を経て 2015 年に厚木市の中学校で初のインターナシ

ョナル・セーフスクールを取得した。したがって，厚木市はM地

区を市内の先進事例として着目している。今回は，M中学校がイ

ンターナショナル・セーフスクールを取得したことを受け，約 5
年間の M 地区の安全まちづくり活動評価の一環として質問紙調

査を実施した。 
（３）調査対象地域の概要 

神奈川県厚木市M 公民館区は2小学校区(1 中学校区)を有し,

戸建住宅の中に集合住宅が点在する，1970年代以降農地が宅地開

発された典型的な郊外住宅地である。現在でも，戸建住宅を中心

に新築物件の建設がある。主要駅からバスで 15 分ほどに位置し

戸建ての賃貸物件は少ない。域内にある小学校は2校とも宅地開

発に伴い新設された小学校である。少子化は進んでいるものの，

厚木市の中では小学校の規模が大きく子どもの数も多い。そのた

め，子どもの安全に対する地域の意識が高く，前述したように，

学校と地域が連携してインターナショナル・セーフスクールを取

得するなど，関係者の安全まちづくりへの意識が高い。当該地区

は 12 の自治会・小中学校・PTA・民生委員や青少年指導委員等

の各委員等がそれぞれの立場に合わせて安全活動を行っている。

それぞれの活動は年 2 回のネットワーク会議にて情報共有さ

れ,M 公民館区全体で安全• 安心なまちづくりを推進している。

M 公民館も学校と地域の安全まちづくり活動に積極的に関与し，

住民の安全活動を支えている。例えば，活動者に必要な情報を提

供したり，活動の取りまとめを行い，地域活動の広報にも力を入

れている。公民館の館長は地域住民から選出され，信頼も厚く，

公民館も地域住民の一部として活動を行なっている。 

（４）アンケート調査の方法 

質問紙の配布には日本郵便株式会社の配達地域指定郵便 18)を

利用し,同封の返信用封筒にて回収を行った。回答者は家族のうち

18 歳以上の任意１名とした。配布数8,235通，回収数2,600通，

有効回答者数は2,575人（有効回答率31%）である。 
調査設問は，Webサイト「防犯まちづくりのヒントとガイド」

の「評価の方法2 地域住民の声を聞くアンケート調査（質問項目

編）」19)を参考にM 地区の安全まちづくり活動を評価する設問を

厚木市の意見を取り入れながら選択し，ワーディングの調整を行

うことで調査設問を設計した。設問の内容は，安全活動の認知と

参加経験，充実度，地域評価，安全まちづくりへの効果の評価，

属性（性別・年齢・居住年数・近所づきあいの程度）である。調

査項目を表− 1 に示す。なお，質問紙には活動項目名の後に，表

− 2と同じ文言で説明を表記した。 

表ー１ 設問項目 

 

 

図ー１ 分析の因果モデル 
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（５）分析の方法 
 安全まちづくりの目標のうち，「地域コミュニケーション」「地

域愛着」「地域における安心感」「治安」の向上を公園等の維持管

理活動の効果として設定した。そして，質問紙では維持管理活動

を含む安全活動がこれらの項目に対してどのくらい効果があると

思うかを5水準で評価してもらった（安全まちづくりへの効果の評

価）。また，地域評価も上記目標に照らし合わせ，「安心できる」

「愛着がある」「世代間交流が活発」「犯罪に対して安全」の4つを

設定し，同様に5水準で評価してもらった（地域評価）。ここで，

安全まちづくりへの効果の評価を取り上げるのは，有識者によっ

て認識されている地域住民による公園等の維持管理の効果を，地

域住民が理解しているか（体感しているか）を確認するためであ

る20)。 
 次に，これらの安全まちづくりへの効果の評価と地域評価に安

全活動の認知が与える影響ついて，図− 1に示すモデルを作成し，

安全まちづくりへの効果の評価と地域評価を目的変数,各安全活動

の認知度と属性，その交互作用を説明変数とする重回帰分析を行

った。また，性別に交互作用が認められた際は男女別ごとに要因

効果を検定した。なお,安全活動のうち「地域安全マップ」は認知

度・参加経験率ともに低い（図− 3）ことから説明変数から除外し

た。説明変数に用いる項目のうち，安全活動の認知と近所付き合

いは質問紙にて順序尺度での回答を得ている。そこで，順序尺度

のまま重回帰分析を試みたところ，要因効果が直線的であり，こ

れらの説明変数は各水準を等間隔で得点化し，間隔尺度とみなし

て重回帰分析を行っても大きな問題がないことを確認した21)。 
 活動の分析には JMP11.2 ソフトウェアを用いて,上記の説明変

数候補の中から変数増減法によるステップワイズ式変数選択を実

施し,説明変数に採用する安全活動を抽出した。なお，ここでの重

回帰の目的は，目的変数の予測ではなく要因分析である。より具

体的には活動認知の目的変数に対する因果効果（およびその因果

効果の属性差）の把握を目的とする22)。ところで，本分析では相

関がある程度高い認知を同時に説明変数に投入している。これは，

ある活動の認知が評価に及ぼす影響を，他のすべての活動の認知

が一定であるという条件下で検出するためである。この時，多重

共線性の問題が懸念されるが，ステップワイズ方式で採用された

説明変数間のVIF値はいずれも2.0以下と小さく23)、多重共線性

の可能性は小さい。さらに，本研究では因果効果の把握を目的と

しているため，多重共線性の影響よりも認知が評価に及ぼす影響

の解釈を積極的に行う立場をとることとする24)。また，属性を共

変量として説明変数に加えることで，疑似相関を回避し，属性を

一定とした予測が可能となる。 

 

３．回答者の属性とM区の活動回答 

（１）回答者の属性 

回答者属性を図− 2に示す。回答者の年齢層をM地区を含む睦

合地区の平成25年12月の住民基本台帳に示されたデータと比較

すると、男性は40代以下が少なく，50代以上の中高年層が多く

なっていた。女性は 20 代以下が少ないが他はほぼ睦合地区の年

齢層別人口構成と同等の割合となり，世代による偏りが少ないデ

ータが得られた。男性の中高年層の回答者が多いのは，自治会を

通して地域活動を主に担っているため関心が高いからと思われる。

性別は子育て世代で女性の回答者が多くなったが，当該地域は子

どもの数が多く，子どもの安全に力を入れている地域のため，子

育て世代では女性の関心が高いからと思われる。回答者の居住年

数は20年以上が半数を占め，1970年代後半の大規模開発時の居

住者が多いが，1990年代後半以降から居住する20年以下の回答

者も合わせて半数ほどあり，現在も新築物件の建設が進む同地区

の特性に即したデータが得られている。住居の立て方は戸建て住

宅が多く，集合住宅の方が少ないが，同地区の戸建てと集合住宅

の割合から見ても妥当であり，住居の建て方や所有の面から見て

も，M地区の情勢にほぼ一致したデータを得ることができた。 
（２）M地区における安全活動の関与度 

当該地区では表− 2 にある9 種の安全活動が住民主体で行われ

ている。緑地管理活動である公園清掃や花づくりも,当該地域では

安全活動として位置づけられている。公園清掃は厚木市の委託事

業であり，「公園管理会」として市登録した自治会や子ども会が中

心となり活動を行っているが，その頻度は団体によって異なる。

花づくり活動は自治会だけでなく，任意のボランティア団体も独

自に活動している。市にボランティア登録をすれば，年に2回苗

や肥料などが支給される。 

             睦合地区の年齢層別人口構成と回答者の年齢別回答者数割合（人） 

            

男 女 男 女

20代以下 2448 (14%) 2084 (13%) 30  (3%) 63  (4%)

30代 3161 (18%) 2813 (19%) 79  (7%) 225 (15%)

40代 3749 (22%) 3164 (19%) 103  (9%) 291 (20%)

50代 2445 (14%) 2215 (14%) 160 (15%) 264 (18%)

60代 2793 (16%) 3040 (19%) 321 (29%) 326 (22%)

70代 2010 (12%) 2080 (13%) 325 (29%) 241 (16%)

80代以上 614  (4%) 970  (6%) 85  (8%) 63  (4%)

合計 17,220 (100%) 16,366 (100%) 1103 (100%) 1473 (100%)

睦合地区(33,586人） 回答者(2,575人）
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図ー２ 回答者の属性 
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 その他の安全活動の主な実施主体は，「防犯パトロール:自治

会」「登下校の見守り:自治会・PTA・公民館」「セーフティベスト

の着用:域内の主要団体の全て」「子ども 110 番:登録促進活動は

PTA・実施者は自治会を含む地域住民や商店など」「防災訓練:自
治会,PTA」「地区行事:自治会,公民館」「地域安全マップ：PTA,自
治会」となっており，やはり 12 の自治会，その他団体ごとに活

動の頻度や内容は異なる。青少年指導委員や民生委員等もそれぞ

れ活動を行なっている。 
まず，M地区の安全活動に回答者がどの程度関与しているのか

を把握するため，参加率と認知率を概観する。「知っている，やや

知っている」と回答した人を「認知あり」とみなし，「参加経験あ

り」「認知あり」の人の全体に対する割合を参加率・認知率とした。

そして参加率を縦軸，認知率を横軸にした散布図が図− 3である。

多くの参加経験者がある防災訓練や地区行事は当然認知率が高い。

公園清掃は,参加経験者が 30%を越え 9 活動の中で 3 番目に参加

経験者割合が高いが,認知率は54% であり，他の活動より低い。

一方,花づくりは参加経験者割合 10%と低いが認知度は公園清掃

と同程度である。つまり，公園清掃は活動の参加者以外には認知

されにくい活動であり，花づくりは周辺住民にも認知されやすい

活動であると言える。花づくりは活動の成果が花壇として対外的

に目立ちやすく，認知を高めていると思われる。しかし公園清掃

も花づくりも一般的な安全活動の中で認知度は低めである。 
 公園清掃や花づくりはその内容が充実していないため認知度が

低くなっている可能性が否定できない。そこで，各安全活動を「知

っている」「よく知っている」と回答した人に各活動の充実度を尋

ねた結果を図− 4に示した。その結果，公園清掃や花づくりは,認
知度の高い防災訓練や地区行事と同程度の充実度となり，活動を

認知している人には高評価になっている。したがって，活動内容

が不十分なために認知度が低いという可能性は低いといえる。 
 

４．維持管理活動の認識と安全まちづくりの効果の評価および地

域評価との関連 

（１）公園清掃および花づくりの認知と安全まちづくりへの効果

の評価との関係 

 重回帰分析結果を表− 3に示す。公園清掃の認知は，「コミュニ

ケーション向上」（特に男性：要因効果有意），「地域愛着の向上」，

「安心感の向上」（特に近所付き合いの多い人）をもたらすであろ

うという住民の評価に弱い関係があった。いずれも認知度が高い

方が高評価になる。この傾向は参加者が多かった地区行事も同様

である。つまり公園清掃の認知は，地区行事の認知と同様の効果

をもたらしている。同様な傾向を示すものとして防犯パトロール

がる。しかし，防犯パトロールの認知は安全活動が治安の向上を

もたらすという評価に寄与している一方，公園清掃の認知は寄与

していなかった。公園清掃の認知だけでは地域全体の治安の向上

には繋がりにくく，体感治安の向上をもたらすという評価を高め

るには防犯パトロールやセーフティベストの着用のような犯罪抑

止を表す安全活動のほうが効果的であった。この結果は，公園清

掃の認知は治安の向上に寄与するとの評価がされにくいことも示

す。地域住民による公園の清掃により，体感治安を向上させると

いう施策意図は，公園清掃の「認知」だけでは伝わりにくいのか

もしれない。 
 一方で，花づくりには公園清掃に見られた主効果が認められな

い。性別による交互作用が見られた「地域愛着の向上」「地域にお

ける安心感の向上」をもたらすという評価は女性が男性よりも正

に働くが，要因効果では棄却された。花づくりの認知も，公園清

掃の認知と同様に，その活動の認知だけではコミュニティ形成効

果があると評価されにくいようである。裏を返せば，花づくりに

よってコミュニティ形成を促すという施策意図は，「認知」だけで

は伝わりにくいようである。ただし，公園の清掃の認知とは異な

り「治安の向上」をもたらすという評価については女性の要因効

果が有意となった。これは，女性は花づくりの認知により，安全

活動によって治安が向上すると評価しやすい傾向にあることを示

す。 
（２）公園清掃および花づくりの認知と地域評価との関係 

 公園清掃の認知は，「地域における安心感」，「地域愛着」，「世

代間交流の活発さ」の評価との間に弱い関係が認められた。いず

れも，認知度が増すにつれて，高評価となる。これと同様の傾向

を示す活動は他にはなく，公園清掃の特徴とも言える。つまり，

公園清掃に参加しなくても，地域住民によって公園清掃が行われ

ているという事実の認知によって，地域愛着や世代間交流など地

域に対するコミュニティ形成にかかる効果が少なからずありそう

である。これは，筆者らが意図した「認知」による参加の第一歩

を示唆する結果である。 
 一方，花づくりの認知は，「安心できる」「地域の世代間交流の

活発さ」，「犯罪に対する安全さ」の評価との間に弱い関係が認

められた。これらは「安心できる」以外に属性による交互作用

効果もない。つまり，花づくりにおいても，その認知によるコ

ミュニティ形成効果と体感治安の向上効果が少なからずありそ

表ー２ M地区内の安全活動の概要 

活動項目 内容

公園清掃

自治会やボランティア団体が公園の清掃や捨て

看板の撤去を行い、きれいなまちづくりを進める

活動

花づくり
公園等の花壇に花を植え付けていくボランティア

活動

防犯パトロール
自治会で行っている防犯パトロールや防犯灯の

整備の活動

登下校の見守

り

子ども達の登下校を日常生活の中で見守り、

「行ってらっしゃい」「おかえりなさい」などの声を

かける活動

セーフティベス

ト着用

同じベストを着用することで、市民が一丸となっ

て活動していることをアピールし、犯罪の予防に

役立てる活動

子ども110当番
子ども達が緊急時に逃げ込むことができる場所

として自宅や店舗等を登録する活動

防災訓練
防災訓練を通し、防災の知識・防災意識を高め、

災害時における地域の連携を確認する活動

地区行事 公民館まつり、地区運動会などの行事

地域安全マップ
自治会や小学校等でまちを歩いて地域の安全

性を点検し地図を作成する活動
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図ー３ 安全活動の参加率×認知率 
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うである。特に体感治安向上効果においては，公園清掃よりも花

づくりの方が因果関係が認められる結果となった。公園等の維持

管理活動の中でも，花づくりは防犯上の効果が高いと言える。こ

れは，また，女性に限ると，安心感，愛着の評価に影響を与え，

要因効果も有意であった。また高齢者に限ると，安心感とも弱い

関係が認めれた。いずれも，認知度が高い方が高評価となる。花

づくりは女性や高齢者など，安全の上での弱者にとって良い効果

を与えやすいことがわかった。 
 
 

 
図ー４ 安全活動の充実度 

 

表ー３ 重回帰分析の結果 

**:P<0.05  ***:P<0.01

　　　　説明変数

目的変数

公
園

清
掃

花
づ

く
り

防
犯

パ
ト

ロ
ー

ル

登
下

校
時

の
見

守
り

セ
ー

フ
テ

ィ

ベ
ス

ト
着

用

子
ど

も
11

0

番

防
災

訓
練

地
区

行
事

性
別

年
齢

居
住

年
数

近
所

づ
き

あ

い R2

0.105*** 0.064 0.002n.s. 0.055 0.112 -0.009 -0.092 -0.067 0.197

*** *** n.s. ** *** n.s. *** *** ***

[×性別]

-0.103***

[×性別]

0.092***

[×居住]

0.038***

[×性別]

0.046***

0.103 -0.056 0.074 0.045 0.039 0.029 0.097 -0.001 -0.035 -0.040 0.173

*** n.s. *** ** n.s. n.s. *** n.s. *** ** ***

[×性別]
-0.109***

[×性別]
0.093***
（要因効
果無）

[×年齢]
0.024**

[×近所]
0．56***

[×居住]
0.057***

0.097 -0.044 0.067 0.047 0.071 0.037 -0.053 -0.044 0.182

*** n.s. *** ** *** n.s. *** ** ***

[×性別]
-0.076**
[×近所]
0.055**

[×性別]
0.080**
（要因効
果無）

[×近所]
0.055**

[×居住]
0.034***

[×年齢]
0.033***

-0.049 0.080 0.045 0.129 0.023 0.060613 0.012 -0.061 0.158

n.s. *** ** *** n.s. n.s. n.s. *** ***

[×性別]
0.132**

[×居住]
-0.049**

[×居住]
0.0 61**

[×性別]
-0.099**
[×近所]
0.062**

[×年齢]
0.027**

0.064 0.043 -0.041 0.080 0.135
*** *** n.s. *** ***

[×年齢]
0.080***

0.073 -0.015 0.145 0.034 -0.017 -0.035 0.173 0.234

*** n.s. *** n.s. n.s. ** *** ***

[×性別]
0.097**

[×性別]
-0.107**
[×居住]
-0.058***

[×居住]
-0.058***

0.070 0.060 0.051 0.069 -0.051 0.215
*** *** ** *** *** ***

0.050 0.065 -0.162 0.082 0.062
** *** *** *** ***

[  ]内は交互作用が見られた属性　それぞれ　[×性別]:性別  [×年齢]:年齢　　[×居住]:居住年数　　[×近所]：近所付き合いと認知との交互作用を示す
性別の交互作用は，係数が+は女性，-は男性に働く

数値は標準偏回帰係数である
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５．まとめ 
 本研究では，地域住民による公園等の維持管理活動（公園清掃，

花づくり）の認知度の実態を把握し，活動認知と安全まちづくり

活動の効果の評価および地域評価との関連を分析した。その結果

は下記のようにまとめられる。なお，今回のデータは子育て世代

は女性が，中高年層は男性が多くなっており，男女若年層，男性

40代以下のデータ少ないことに留意されたい。 
1)公園清掃と花づくりの認知率は，他の安全活動と比べると低め

である。特に，公園清掃は認知されにくい。しかし，活動の成果

が可視化される花づくりは参加率に対し認知率が高い傾向にある。 
2)公園清掃の認知は安全まちづくりへの効果の評価のうち，コミ

ュニティ形成効果と弱い関係があるが，治安の向上の評価には繋

がらない。地域評価でも同様で，コミュニティ形成効果は見られ

るが，犯罪に対する安全性の評価には繋がらない。しかしながら，

地域評価のうち「安心できる」と関係があり，これは他の安全活

動には見られない効果である。 
3)花づくりの認知は，安全まちづくりへの効果の評価を高める傾

向にはなりにくい。しかし，女性に限れば治安が向上するという

評価との間に弱い関係がある。地域評価では世代間交流の活発さ

および犯罪に対して安全の評価と弱い関係にあり，女性に限ると

安心感や愛着とも弱い関係がある。このように，花づくりの認知

は女性に対しては様々な効果を見いだすことができる。 
 このように，公園清掃と花づくりは緑地管理活動として同時に

行われることも多い活動であるが，認知率や安全まちづくりの効

果の評価，地域評価に与える影響は異なるものとなっていた。公

園清掃は自治体から委任された地域貢献とみなされるが，花づく

りはボランティアによる趣味的活動とみなされ，安全まちづくり

への意義が理解されにくい可能性もある。しかし，花のような感

覚に訴える対象は，女性にとって安全・安心の象徴として認識さ

れやすいのかもしれない。参加率が少なくても認知されやすい花

づくりは，その活動の効果を積極的にアピールすることで，コミ

ュニティ形成効果や体感治安向上効果への理解が広がり，認知に

よる地域評価を押し上げる可能性がある。 
 公園清掃や花づくりに代表される緑地管理活動は参加者が極め

て限定されがちな活動であり，かつ定期的・継続的な活動が求め

られる。高齢化や参加人数の減少といった課題を抱える団体も多

い。しかし，本研究の結果から，これらの活動の認知によって，

安全まちづくりへの効果の評価や地域評価にある一定の関係があ

ることが明らかになった。公園等の維持管理活動の効果として，

安全まちづくりの一環としてコミュニティ形成や体感治安の向上

を狙うのであれば，公園清掃や花づくりが地域住民によって献身

的に行なわれていることを周知し，場合によってはイベントを行

って広く広報することも考えられる。このように参加者が増加す

ることは元より，活動の認知者（そして応援者）を増やすことで，

その効果を地域全体に広げるアプローチもあることを提案したい。 
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